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下水道使用料検討の流れ 

下水道使用料の検討をするための作業フローは以下のとおりです。 

 

図表1-1 下水道使用料検討の流れ 

 

 

 

図表1-2 現在の使用料表（平成 25年４月１日改定） 

汚水の種別 排出量 使用料 

一般汚水 １０立方メートルを超えないもの                      ６９０円 

１０立方メートルを超え 

２０立方メートルまでの分 

１立方メートルにつき １２５円 

２０立方メートルを超え 

５０立方メートルまでの分 

１立方メートルにつき １６２円 

５０立方メートルを超え 

１００立方メートルまでの分 

１立方メートルにつき ２１０円 

１００立方メートルを超え 

２００立方メートルまでの分 

１立方メートルにつき ２４１円 

２００立方メートルを超え 

５００立方メートルまでの分 

１立方メートルにつき ２９０円 

５００立方メートルを超え 

１，０００立方メートルまでの分 

１立方メートルにつき ３２４円 

１，０００立方メートルを超える分 １立方メートルにつき ３６３円 

浴場汚水 １０立方メートルを超えないもの ２８０円 

１０立方メートルを超える分 １立方メートルにつき   ２７円 

東久留米市下水道条例 

経営戦略

略 

下 水 道 使 用 料 等 検 討 委 員 会 

資料３ 



2 

 

令和８年２月策定の「東久留米市下水道事業 経営戦略 -2026-」（以下、経営戦略）に

基づいて作成した（資料６）「下水道事業の経営状況と見通し」にて、ご説明いたします。 

 

経営戦略では、「経費回収率の向上に向けたロードマップ」（P.53）における「業績指標及

び目標年限」において、以下を目標としております。 

【業績指標及び目標年限】 

経費回収率及び経常収支比率を業績指標とします。 

令和６年度時点ではいずれの指標も 100％以上であることから、中間年度である令和 

12年度及び計画最終年度である令和 17 年度の時点でも引き続き 100％以上となること

を目標とします。 

 

上記２のとおり経営戦略を踏まえた下水道事業に掛かる使用料対象経費を算出いたします。 

ただし、公費負担とすべき経費（基準内繰入金、長期前受金戻入等）は控除します。 

（イメージ 図表 1-3） 
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  （図表 1-3.使用料対象経費の算定のイメージ図） 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（*）一般会計繰入金（公費負担分）については、総務省が通知する「地方公営企業繰出金について」により、充当

可能な範囲が定められており、本市の令和 6年度決算実績では、下記経費に充当している。 

 

①雨水処理に要する経費、②流域下水道の建設に要する経費、③下水道に排除される下水の規制に関する事務に要

する経費、④水洗便所に係る改造命令等に関する事務に要する経費、⑤不明水の処理に要する経費、⑥高度処理に

要する経費、⑦地方公営企業法の適用に要する経費 

 

 

 

【汚水処理費】 

【使用料対象経費】  

減価償却費 
流域下水道
維持管理費 

管きょ・ 
ポンプ費 

その他 

管理運営費 

（資本費、維持管理費） 
建設改良費 

（イメージ図） 

対象外 

汚水処理費 雨水処理費 

（イメージ図） 

控除 

【管理運営費】 

【下水道事業費】 

（イメージ図） 

下水道使用料  
長期前受金 
戻入 

控除 

【上記の財源】 

一般会計繰入金 

（公費負担分）※ 
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算定された 3.使用料対象経費に対して、算定期間中の使用料を算出し、収支過不足を確

認します。（イメージ 図表 1-4） 

不足額がある場合に対象経費全体に対して解消可能な使用料の金額を算出し、シミュレ

ーションを行いながら、改定率を設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

使用料体系の改定にあたっては、住民生活に必要なサービスを安定的に提供するため、使

用料における「基本使用料と従量使用料の間のバランス（負担関係）」や「従量使用量にお

ける水量区分毎の負担関係」も利用者の公平性等の観点からシミュレーションを行いなが

ら整理を行ないます。 

その他、試算される改定使用料について、その上昇幅（値上げ幅）の状況から急激な負担

増を和らげる激変緩和措置の必要性についても検討します。 

 

（図表 1-5-1.基本使用料と従量使用料の間のバランス） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（図表 1-4 不足分のイメージ） 

基本使用料

と 
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（イメージ図） 
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（図表 1-5-2. 従量使用料における水量区分毎の負担関係） 
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（イメージ図） 
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本図（イメージ図）は、従量使用量と使用料単価の

関係を示すシミュレーションイメージであり、改定

作業の検討に向けては、複数の試算パターンを行
いながら検証を行います。 


